
年 月 日

１　事業者の概要　

２　事業所の概要

1 指定介護保険認知症対応型共同生活介護

（介護予防含む）

指定番号

指定年月日　 年 月 日

地域密着型・介護予防・介護予防（外部サービス利用型）

2 介護保険在宅サービス利用可（施設負担）

1 全室個室

介護に関わる職員体制 ３：１以上

1 提携ホーム利用可(　　　　　　　　　　　　 )

2 提携ホーム移行型(　　　　　　　　　 　　　)

【グループホーム重要事項説明書（２ユニット用）】
現在

介護保険居宅サービス事業全般、介護保険居宅介護支援事業等　　

ホームページアドレス https://www.irs.jp

当事業所は、指定認知症対応型共同生活介護 〔介護予防認知症対応型共同生活介護〕
の事業の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所
の従業者が、要介護状態〔介護予防にあっては要支援２状態〕にある高齢者等（以下、「要
介護者〔要支援者〕」という。）に対し、適正な指定認知症対応型共同活介護〔介護予防認
知症対応型共同生活介護〕を提供することを目的とします。

イリーゼグループホーム浦和さいど

1196500654

平成 27 2 1

設立年月日 平成１８年１１月１日

施設名

施設の類型及び表示事項

法人名 ＨＩＴＯＷＡケアサービス株式会社

代表者氏名 袴田　義輝

法人所在地 東京都港区港南二丁目１５番３号

居室区分

提携ホームの利用等

令和 7 2 1

目的

介護保険

類型 （介護予防）認知症対応型共同生活介護

居住の権利形態 利用権方式

電話番号 ０３－６６３２－７７０２

他の主な事業
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①

②

③

④

年 月 日

〒 3 3 6 － 0 9 0 7

権利形態

(借地の場合の契約形態) 通常借家契約

(借地の場合の契約期間) 年 月 日 ～

年 月 日

(通常借家契約における自動更新条項の有無)　　 有り

建物の構造

㎡ ㎡

建築年月日 年 月 日

建築確認の用途指定 認知症対応型共同生活介護事業 室

事業所の所在地

JR京浜東北線北浦和駅よりバス「市営アパート」下車徒歩5分
第二産業道路西方向　道祖土交差点すぐ

2 1

551.22

平成 27 2

ホームページアドレス https://www.irs.jp

TEL 048-811-2061 FAX 048-811-2062

埼玉県さいたま市緑区2丁目12番15号

平成 57 1 31

鉄骨造（耐火建築物）　　3階建

延床面積 826.83 うちグループホーム

平成 27

事業所の管理者氏名 佐野 智子

電話番号

交通の便 ※１

事業所の従業者は、認知症要支援者が可能な限り、その有する能力に応じ家庭的な
環境と地域住民との交流の下、住み慣れた環境での自立した日常生活を営むことが
できるよう、介護予防認知症対応型共同生活介護サービス計画に基づき、必要な日
常生活上の支援、機能訓練及び療養上の世話を行い、心身機能の維持回復を図り、
生活機能の維持または向上を図る支援を行います。

事業の実施に当たっては、地域との結びつきを重視し、関係市町村、居宅介護支援
事業者、地域包括支援センター、その他の居宅サービス事業者並びにその他の保健
医療サービス及び福祉サービスを提供する者との密接な連携を図り、総合的なサー
ビスの提供に努めるものとします。

運営方針

開設年月日 平成 27 2 1

建物概要

事業の実施に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に
立ったサービスの提供を努めるものとします。

事業所の従業者は、認知症要介護者〔要支援者〕の心身の特性を踏まえて、その有
する能力に応じ家庭的な環境と地域住民との交流の下、住み慣れた環境での自立し
た日常生活を営むことができるよう、認知症対応型共同生活介護サービス計画（以下
「個別サービス計画」という。）に基づき、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常
生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話を行います。

1
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居室総数　2ユニット　18室　　定員　18人(一時介護室を除く)

(内訳)

エレベーター ※２

・ 緊急通報装置等の種類及び設置箇所

 ナースコールの設置場所   居室、浴室、共用トイレ

・ 安否確認の方法・頻度等

個室

設置階 1階　

宿直室 あり

洗濯室 設置階 1・2階　各1か所

　　㎡～㎡

ユニット　

多目的室 設置階

居室、一時介護室の概要

居室定員 室数 面積

居室

個室 18室 10.41㎡～10.55㎡

うち２人定員 　　㎡～㎡

２人部屋 　　㎡～㎡

　人部屋

　　㎡～㎡

うち２人定員一時介護室

浴室(一般浴槽) 設置階 1・2階　

便所 設置階箇所 1・2階　各3か所

洗面設備 設置階箇所 ユニット　2か所

　　㎡～㎡

　人部屋 　　㎡～㎡

和室

食堂 設置階 1・2階　

台所 設置階

緊急通報装置等緊急連絡・
安否確認

 ２時間毎に行われる巡視による安否確認

居室のある区域の
廊下幅

両手すり設置後の有効幅員　（1.8ｍ）

共用施設・設備の概要
（設置箇所、面積、設備の
整備状況等）

健康・生きがい
施設

設置階 なし

外来者宿泊室 設置階 なし

1基(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ搬入　可 )

スプリンクラー 設置箇所 全館(居室・廊下）

汚物処理室 設置階 1・2階　各1か所

スタッフルーム 設置階 1階

機能訓練室 設置階 1・2階（食堂と兼用）

　階　　　

事務室

設置階 なし
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※１　最寄りの交通機関からの距離を徒歩で示す場合は、１分を80ｍ以下の距離で換算すること。

※２　ここでいうストレッチャーは標準仕様のものとする。

3 利用料 ※４

（１） 利用料の支払い方式

（２） 月払い方式

同一敷地内の併設施設又は事
業所等の概要 ※３

有料老人ホーム事業の提携
ホーム及び提携内容

要介護状態に応じた金額設定 無 ・ 有

※３　同一建物内の事業所は全て、営業主体と面積とともに記入する。併設施設又は事業所等が、介護保険法により居宅サービス事業者として指定さ
れている場合（指定居宅介護支援を含む）は、その種類と番号を記載すること。

費用の支払方法 ※６ 月額利用料は毎月の請求による月払

敷金 無 ・ 有（　　　　　円、家賃相当額の　　か月分）

月額利用料 132250 円(税込）

年齢に応じた金額設定 無 ・ 有

月額利用料
合計

(税込）

内訳

管理費
(税込）

食材費
(非課税）

家賃相当額
(非課税）

水光熱費
(税込）

算定根拠 ※８

月額利用料に含まれない
実費負担等　※９

おむつ代・買物代行・健康診断の費用・医師の訪問診療（月２回）

支払い方式　※５ 月払い方式

管理費

食材費

家賃相当額

水光熱費

その他

建物設備等の維持管理・点検費、保守修繕費

1か月を30日として月額32,400円（非課税）を徴収
1日1,080円（非課税）として算出

近隣相場を鑑み設定

水道・電気・ガス料金等

料金プラン ※７
その他

132,250 26,950 32,400 52,000 20,900
介護用品等は

別途負担
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（３） 共通事項

※４　総額表示のこと。

※５　前払金方式と月払い方式の併用の場合は選択方式とする。

※６　前払金や月額利用料の請求時期や支払い方法等を記入する。

※９　見込まれる総ての項目名を列記すること。

4 サービスの内容

介護事業者総合賠償責任保険　　東京海上日動火災保険株式会社

特になし

無し
短期利用の設定（短期利用認知
症対応型共同生活介護の届出
がある）

サービスの提供に伴う事故等が
発生した場合の損害賠償保険等
への加入

改定ルール（勘案する要素及び
改定手続等）

無 ・ 有

保全措置の内容： 非該当

有

前払金の返還金の保全措置

消費税の対象外とする利用料等

※７　複数の料金プランがあるときはそれぞれのプランの金額を示す。多様なプランがあるときは別紙による明記でも可能だが、その場合でも、最
低額、最高額、標準的な額のプランは枠内に記載すること。

※８　食材費が１日単位の場合は、１か月30日の場合の費用を記入するとともに、その旨記入する。光熱水費は当該費用に含まない部分（居室
等）の負担がある場合は、その旨記入する。

管理費 建物設備等の維持管理・点検費、保守修繕費

その他 郵便物取次・宅配便・クリーニング等月額利用料（介護費用、水光熱
費、家賃相当額を除く）に含まれ
るサービスの内容・頻度等

別添　介護サービス等の一覧表による

(介護予防)認知症対応型共同生
活介護による保険給付及び介護
費用によりホームが提供する介
護サービスの内容・頻度等

月額利用料に含まれない実費負
担の必要なサービスとその利用
料

別添　介護サービス等の一覧表及び管理規程による

一部又は全部の業務を委託する
場合は委託先及び委託内容 ※
１０

5
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協 会 へ の 加 入 　　 なし

入居者基金への加入 なし

※１０　事業所の警備業務など入居者の処遇と直接関わらない業務は除く。

苦情解決の体制（相談窓口､責
任者､連絡先、第三者機関の連
絡先等）※１１

苦情対応マニュアルに従って、担当者に連絡し、誠実に対応するとともに経過を記録に残
します。

当事業所
窓口

担当者 佐野 智子

電話番号 048-811-2061

受付時間 9：00～18：00（年中無休）

法人窓口

窓口名称 ＨＩＴＯＷＡケアサービス株式会社　お客様相談センター

電話番号 048-824-2568（苦情相談専用）

受付時間 8：30～17：15（土日祝日、年末年始除く）

窓口名称 さいたま市役所　福祉部　長寿介護課

電話番号 048-829-1111(代表）

受付時間 8：30～17：15（土日祝日、年末年始除く）

0120-76-5600

受付時間 9：00～17：00（12/31～1/3を除く）　

電話番号

事故発生の防止のための指針

※１１　事業所の体制と併せて、事業所の所在地を管轄する国民健康保険団体連合会や担当行政など、入居者が利用可能な第三者機関及び行
政の担当部署の名称及び連絡先を記入。

事故対応マニュアルに基づき、病院への搬送若しくは119番通報による他の医療機関へ
の搬送を行うとともに、施設長から家族へ連絡します。さらに、在宅総合診療を行う医療機
関とも連携を取って対応します。
また、事故についての検証、今後の防止策を講じます。

事故発生の防止のための指針 有り

事故が発生し、入居者の生命・身体・財産に損害を発生した場合は、損害保険等の手配
を行い、誠実に対応します。ただし、天災等の不可抗力は除きます。

入居者基金制度への 加入状況

第三者
機関の
窓口

窓口名称 埼玉県国民健康保険団体連合会　苦情対応係

事故発生時の対応（医療機関等
との連携、家族等への連絡方

法・説明等）
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5 介護を行う場所等

6 医療

医療法人社団博弘会　ひろクリニック

内科他

埼玉県さいたま市見沼区東大宮5-39-3英和ビル５階

距離・所要時間/約8.5㎞・車約28分

医療法人社団友暖会 ともクリニック

内科他

埼玉県さいたま市緑区美園3-10-13

距離・所要時間/約14㎞・車約41分

距離及び時間 距離・所要時間/約14㎞・車約41分

名称

診療科目

所在地

距離及び時間

協力内容
訪問診療(月2回)、24時間オンコール対応、緊急時対応、健康管理、医療
機関紹介等（医療費その他の費用は自己負担）

内科他診療科目

診療科目

所在地

距離及び時間

協力内容
訪問診療(月2回)、24時間オンコール対応、緊急時対応、健康管理、医療
機関紹介等（医療費その他の費用は自己負担）

所在地 埼玉県蓮田市上2-2-6

要介護時(認知症を含む)に
介護を行う場所

すべて居室は個室の介護居室になっており、入居されている介護居室において介護します。

居室から一時介護室へ移
る場合(判断基準･手続、
追加費用の要否、居室利
用権の取扱い等)

－

介護居室から他の介護居室へ住み替える場合

従前の居室から別の
居室へ住み替える場合

適切な介護サービス提供のため、一定の観察期間を設け、医師の意
見を聞いた上で介護居室を変更して頂くことがあります。
入居者本人及び身元引受人の同意のもとでの住み替えになります。利
用権の対象居室は、当初の介護居室から住み替え後の居室に変更に
なります。追加費用はありません。

訪問診療(月2回)、24時間オンコール対応、緊急時対応、健康管理、医療
機関紹介等（医療費その他の費用は自己負担）

協力内容

入居後に居室又は施設を
住み替える場合

身体拘束について

介護予防又は介護サービスの提供に当たっては、入居者の生命又は身体を保護するため緊急や
むをえない場合（切迫性・非代替性・一時性）を除き、身体拘束をその他入居者の行動を制限する
行為を行いません。ただし、緊急やむをえず身体拘束を行う場合は、その態様及び時間、その際
の入居者の心身状況、緊急やむをえなかった理由を記録し、５年間保存します。ご家族等の要求
がある場合及び監督機関等の指示等がある場合には、これを開示します。

名称 医療法人　悟明会　田口医院

協力医療機関（又は嘱託医）の
概要及び協力内容

名称

提携ホームへ住み替える
場合（同上）

－
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7 職員体制

（１） 管理者 名

（２） 看護職員 名

（３） 介護職員

（４） 計画作成担当者

所在地 埼玉県さいたま市緑区東浦和

距離及び時間 距離・所要時間/約2.5㎞・車約10分

協力内容 歯科診療及び口腔ケア

協力内容

名称

荒川歯科クリニック

診療科目 歯科

協力医療機関（又は嘱託医）の
概要及び協力内容

診療科目

所在地

距離及び時間

1 （委託　週１日）

看護職員は、週1回、利用者の日々の健康状態のチェック、保健衛生上の指導や看護、医療機関との連携を行う。

1ユニット 3 名以上

介護職員は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、適切な介護を行
う。

事業所 2 名以上

計画作成担当者は、指定認知症対応型共同生活介護〔介護予防認知症対応型共同生活介護〕計画を作成し、利
用者の能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう支援する。

入居者が医療を要する場合の対
応（入居者の意思確認、医師の
判断、医療機関の選定、費用負
担、長期に入院する場合の対応
等）

ホームの協力医療機関または入居者が選択する医療機関において治療を受ける。費用
については、医療保険制度で支給される以外の費用は入居者負担です。

名称

1

管理者は、事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、従事者に事業に関する法令等の規
定を遵守させるため必要な指揮命令を行う。
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8 入居・退居等

市内に住民票がある方。

① 入居者が逝去した場合　

② 入居者から契約解約が行なわれた場合

③ 事業者から契約解除が行なわれた場合

・ 入居申込書に虚偽の事項を記載する等の不正手段により入居したとき

・ 月払いの利用料その他の支払いを正当な理由なく、しばしば遅帯するとき

・

※１４　入居契約の条項に沿って、解除の事由及び手続、予告期間、前払金の返還時期等を正確に記入。

9 感染症や災害対策

（１） 当事業所は感染症・災害対策として次の取組を実施します。

① 感染症の発生及びまん延等の防止のため、委員会を設置し適宜開催

② 感染症及び災害対応指針を定め、各対応マニュアルによる研修の実施、対応訓練を実施

（２）

（３）

（４）

（５）

事業所又は入居者が入居契約
を解除する場合の事由及び手続

等 ※１４

入居者の行動が他の入居者又は従業員の生命に危害を及ぼし、又はその危害
の切迫した恐れがあり、かつホームにおける通常の介護方法及び接遇方法では
これを防止することができないとき

前年度１年間の施設からの
契約解除件数

0 件

生活保護受給者の受入れ対応 有り

入居者の条件（年齢、心身の状
況(要支援・要介護)等）

60歳以上で、要支援2・要介護の認定を受け、且つ認知症の診断を受けている方。

さいたま

身元引受人等の条件
及び義務等

身元引受人を1名定めて頂きます。身元引受人は利用料の支払について、入居者と連帯
して責任を負うことになります。また、入居契約が解除されたときに、入居者を引き取ること
になります。

当事業所は、感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できるよう、業務
継続に向けた計画等を策定し、必要な研修の実施、対応訓練を実施します。

災害への対応については、地域と連携した対応を行うため、非常災害対策の策定（計画策定、関係機関との連
携体制の確保、対応訓練の実施等）を行い、対応訓練の実施に当たっては、地域住民に参加を要請し連携し
た対応に努めます。

当事業所は、非常災害に備えるため、消防計画を作成し 避難訓練等を年2回実施し必要な設備を備えます。

事業を実施中に天災その他の災害が発生した場合、利用者の避難等の措置を講ずるほか、管理者に連絡の
上その指示に従うものとします。

体験入居の期間及び
費用負担等

なし
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10 身体拘束・虐待防止のための措置に関する事項

（１）

① 委員会の設置、開催、担当者の選定、委員会で検討を行った結果について従業者に周知

② 指針の整備、当事業所職員に対する研修の実施

③ 人権の擁護・身体拘束・虐待の防止のための当事業所職員に対する研修の実施

④ 利用者及びそのご家族からの苦情処理体制の整備

⑤ その他身体拘束・虐待防止のために必要な措置は高齢者虐待・身体拘束防止マニュアルに準ずる

（２）

11 情報開示

12 その他運営についての留意事項

（１）

一 採用時研修　採用後１カ月以内

二 継続研修　　年４回以上

入居希望者等への情報開示

重要事項説明書の公開 　１ 公　開（ 閲覧 ・ 写し交付 ・ 非公開 ）

入居契約書の公開 　２ 公　開（ 閲覧 ・ 写し交付 ・ 非公開 ）

管理規程の公開 　３ 公　開（ 閲覧 ・ 写し交付 ・ 非公開 ）

財務諸表の公開 　４ 公　開（ 閲覧 ・ 写し交付 ・ 非公開 ）

事業収支計画の公開 　５ 公　開（ 閲覧 ・ 写し交付 ・ 非公開 ）

当事業所は、利用者の人権の擁護・身体拘束・虐待等の発生又は再発の防止のため次の措置を講ずるものと
します。

事業所は、利用者の生命又は身体を保護するため緊急時止むを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者
の行動を制限する行為を行わない。ただし、緊急時止むを得ず身体拘束等を行う場合には非代替性、一時性、
切迫性の3つの要素をすべて満たし、検討の上、必ず個別に説明をした上で行うこととする。また、その経過及
び結果を記録する。記録に関しては、その態様及び時間、その際の利用者の心身状況、その理由を記録し5年
間保存し、ご家族等の要求がある場合及び監督機関等の指示等がある場合には、これを開示する。要件に該
当しなくなった場合には、直ちに身体拘束を解除する。

当事業所は、従業者の資質の向上を図るため、研修の機会を次の通り設けるものとし、又、業務体制を整備し
ます。

評価について

自己評価

外部評価

地域密着型サービスとして目標とされる実践がなされているかを少なく
とも年1回行い、改善に向けた具体的な課題を見出し、改善への取り組
みを行っていきます。結果は公表します。

外部評価機関による一定項目に関する訪問調査・書面に基づく評価を
少なくとも年1回は受けます。評価結果をもとに具体的な改善や情報公
開等に活かし、良質なサービスの水準を確保し、向上を図っていくこと
を目的とします。
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（２）

（３） 当事業所職員は業務上知り得た利用者又はそのご家族の秘密を保持します。

（４）

（５）

（６） 当事業所における第三者評価の実施状況は次の通りです。

年 月 日

あり なし

　　なし

※運営推進会議における評価の場合は評価機関名称に「運営推進会議」と記載

（６）

13 当社の概要 年 月 日

（１） 定款に定めた事業

1 介護保険法に基づく指定居宅介護支援事業

2 介護保険法に基づく居宅サービス事業

3 介護保険法に基づく地域密着型サービス事業

4 介護保険法に基づく介護予防サービス事業

5 介護保険法に基づく地域密着型介護予防サービス事業

6 介護保険法に基づく介護予防支援事業

7 介護保険法に基づく介護予防・日常生活支援総合事業

8 民間資金等の活用による公共施設等の設備等の促進に関する法律

（ＰＦＩ法）に基づく公共施設、老人福祉センター等の整備及び運営

並びに管理に関する事業

9 老人、身体障害者等の介護施設の経営及び管理に関する事業

10 有料老人ホームの経営及び管理に関する事業

11 サービス付き高齢者向け住宅の経営及び管理に関する事業

12 居宅介護住宅改修事業

13 介護事業所の運営にかかわる企画・研究開発・制作・販売に関する事業

14 訪問リハビリ・訪問医療マッサージに関する事業　　　　

15 訪問理美容に関する事業

16 物品等の企画販売及び宅配並びに貸与に関する事業

17 給食及び配食サービス並びに飲食サービスに関する事業

18 医療機関運営に関わるコンサルティング事業

19 医療機器等の販売及び賃貸に関する事業

当事業所職員であった者に、業務上知り得た利用者又はそのご家族の秘密を保持させるため、当事業所職員
でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、当事業所職員との雇用契約及び誓約書に明記し
ます。

当事業所は、事業に関する諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存します。

あり

直近の実施日 2022 1 9

評価機関名称 プログレ総合研究所

結果の開示

現場における課題を抽出及び分析した上で事業所の状況に応じ、利用者の安全並びに介護サービスの質の
確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会を設置します。

第三者による評価または
運営推進会議における評

価の実施状況

この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項はＨＩＴＯＷＡケアサービス株式会社の代表と事業所の
管理者との協議に基づき定めるものとします。

令和 7 2 1 現在
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20 介護福祉に従事する介護員等の教育・研修及び養成に関する事業

21 宿泊施設及び飲食業の運営に関する事業

22 旅行業法に基づく旅行業に関する事業

23 旅行業法に基づく旅行業者代理業に関する事業

24 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス事業

25 高齢者介護施設の紹介及び斡旋に関する事業

26 各種事務・請求代行に関する事業

27 各種システム開発・販売・販売代理に関する事業

28 前各号の情報提供サービスに関する事業

29 前各号のコンサルタントに関する事業

30 前各号に関する市場調査および広告宣伝に関する事業

31 前各号に付帯関連する一切の業務

（２） 施設・拠点等　

居宅介護支援 　　　　　　　　　　　　　　　   か所

訪問介護　　　   　　　　　　　　 か所

通所介護　　　 　　　　  　　　 か所

（介護予防）認知症対応型通所介護　　 　 か所

地域密着型通所介護 か所

（介護予防）特定施設入居者生活介護  　 か所

介護専用型特定施設入居者生活介護　　　 か所

（介護予防）短期入所生活介護      　　　 か所

（介護予防）認知症対応型共同生活介護　 か所

定期巡回・随時対応型訪問介護看護　　　 か所

夜間対応型訪問介護 か所

（介護予防）訪問看護 か所

（介護予防）福祉用具貸与 か所

（介護予防）特定福祉用具販売 か所

添付書類： 「別添１ 介護サービス等の一覧表」

「別添２ 短期利用のサービス等の概要」（設定がある場合のみ）

2

契約の締結に当たり、利用料の詳細な支払い方法を含め、グループホーム重要事項説明書により説明・交付を行いま
した。

1

75

17

1

3

2

0

3

2

27

41

6

0
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年 月 日

（事業者） 所在地　　 東京都港区港南二丁目15番3号

名　称　　 ＨＩＴＯＷＡケアサービス株式会社

（事業所） 所在地　　

名　称　　

説明者 印

　

年 月 日

（利用者） 住所

氏名 印

（署名代行者） 住所

氏名 印 （続柄　　　　　　）

埼玉県さいたま市緑区2丁目12番15号

イリーゼグループホーム浦和さいど

契約の締結に当たり、利用料の詳細な支払い方法を含め、グループホーム重要事項説明書により説明・交付を受け、
その内容に同意しました。
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別添１

・夜間帯　22:00～5:00 2時間毎に巡回 －

介護サービス等の一覧表

要支援２ 要介護者

介護を行う場所 介護居室 介護居室

介護保険給付及び月額利
用料に含むサービス

その都度徴収する
サービス

介護保険給付及び月額利
用料に含むサービス

その都度徴収する
サービス

2時間毎に巡回 －

○食事介助 必要時 － 必要時 －

○ 巡回・状態観察

・日中帯　5:00～22:00 随時 － 随時 －

介護サービス

・一般浴介助 週2回 週2回

○身辺介助

・体位交換 必要時 － 必要時 －

・おむつ代 実費 実費

○入浴等

・清拭等 － －

○排泄

・排泄介助 必要時 － 必要時 －

・おむつ交換 必要時 － 必要時 －

必要時・おむつ交換時部分
清拭

必要時・おむつ交換時部分
清拭

・身だしなみ介助 必要時 － 必要時 －

○機能訓練 必要時 － 必要時 －

・居室からの移動 必要時 － 必要時 －

・衣類の着脱 必要時 － 必要時 －

○緊急時対応

・ケアコール 24時間対応 － 24時間対応 －

○ 通院の送迎・介助

・協力医療機関 必要時・無料 駐車場代実費 必要時・無料 駐車場代実費

－
お客様希望により
有料10分550円（税

込）
－

お客様希望により
有料10分550円（税

込）・付添

・上記以外の送迎

14

B0307-20240701



健康管理サービス

・医療費

・個別対応サービス

生活サービス

○家事

・居室清掃 週２回 週２回

○理美容 － 月1回・実費 － 月1回・実費

○代行

・買物
週1回指定日 左記以外でお客様希

望により有料10分
550円（税込）

週1回指定日 左記以外でお客様希
望により有料10分

550円（税込）指定業者無料 指定業者無料

・日常の洗濯 週２回
通常に洗濯清掃でき
ないものは実費

週２回
通常に洗濯清掃でき
ないものは実費

・リネン交換 週１回 週１回

○居室配膳・下膳 － －

・健康相談 適宜対応 － 適宜対応 －

・生活指導 適宜対応 － 適宜対応 －

・役所手続 随時 － 随時 －

・定期健康診断 年２回 実費 年２回 実費

必要に応じ随時、医
療保険制度で支給さ
れる以外の費用は実

費

入退院時、入院中の
サービス

－ 実費 － 実費

・服薬支援 随時 － 随時 －

・生活リズムの記録
随時 － 随時 －

（排便・睡眠など）

・医師の往診 －

必要に応じ随時、医
療保険制度で支給さ
れる以外の費用は実

費

－

－
お客様希望により有
料10分550円（税込）

－
お客様希望により有
料10分550円（税込）

・入院中の見舞い
　訪問

－ 必要時 －

その他サービス

・レクリエーション 随時
一部のレクリエ－ショ
ンはお客様希望によ

り材料費実費
随時

一部のレクリエ－ショ
ンはお客様希望によ

り材料費実費

・移送サービス 協力医療機関無料
左記以外でお客様希

望により有料10分
550円（税込）

協力医療機関無料
左記以外でお客様希

望により有料10分
550円（税込）

・入院中の洗濯物交換
や買い物

－ － － －
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##

【認知症対応型共同生活介護費（Ⅱ）（介護予防）】

さいたま市 ３級地 10.68

サービス種類 介護度 単位数/日
利用料/月(30日の場合）

10割 1割負担 ２割負担 ３割負担

52,033円 78,050円
認知症対応型

共同生活介護費（Ⅱ）

要介護１

サービス種類： 認知症対応型共同生活介護〔介護予防認知症対応型共同生活介護〕

法定代理受領の場合は下記金額の１割から３割（但し介護保険負担割合証に準ずる）
（利用者負担の減免・公費負担等がある場合、その負担額による。）

【利用者負担額（基本料金）の算出方法】

　単位数×地域区分別1単位の単価（円）＝Ａ（小数点以下切り捨て）
　Ａ×0.9（※）＝Ｂ（小数点以下切り捨て）　※自己負担割合1割の場合。自己負担割合2割の場合0.8、3割の場合0.7で計算

　Ａ－Ｂ＝利用者負担額

※当該事業所の地域区分は下記のとおりです。

地域 地域区分
1単位あたりの

単価（円）

介護予防認知症対応型
共同生活介護費（Ⅱ）

要支援２ 749 239,979円 23,998円 47,996円 71,994円

要介護４ 828 265,291円 26,530円 53,059円 79,588円

要介護５ 845

753 241,261円 24,127円 48,253円 72,379円

要介護２ 788 252,475円 25,248円 50,495円 75,743円

要介護３ 812 260,164円 26,017円

イリーゼグループホーム浦和さいど

介護サービス別紙料金表

270,738円 27,074円 54,148円 81,222円
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【加算】

61円 122円

1月につき 30 320円 32円 64円

64円

151円

退居時情報提供加
算

1回につき 250 2,670円 267円 534円 801円

栄養管理体制加算

医療連携
体制加算（Ⅰ）ロ（要

介護者のみ）
1日につき

608円

96円

口腔・栄養スクリー
ニング加算

1回につき
（6月に１回を限度）

20 213円 22円 43円

医療連携
体制加算（Ⅰ）イ（要

介護者のみ）
1日につき 57

119円

1月につき 30 320円 32円 64円 96円

生活機能向上
連携加算（Ⅱ）

初回の指定認知症対
応型共同生活介護が
行われた日の属する
月以降3月の間、1月

につき
但し（Ⅰ）を算定して
いる場合は算定不可

200 2,136円

口腔衛生管理
体制加算

79円

算定
に☑

種類 算定方法 単位数
利用料金

10割 1割負担 ２割負担 ３割負担

初回の指定認知症対
応型共同生活介護が
行われた日の属する

月

100 1,068円

初期加算

1日につき
（入居日から起算

して30日以内、30日
を超える病院又は診
療所への入院の後に
指定認知症対応型共
同生活介護事業所に
再び入居した場合）

30 320円 32円 64円 96円

入院時費用

利用者が病院又は診
療所への入院を要し
た場合、1月に6日を
限度として所定単位

数に代えて
1日につき

246 2,627円 263円 526円 789円

214円 428円 641円

退去時相談援助
加算

1人1回を限度 400 4,272円 428円 855円 1,282円

107円 214円 321円
生活機能向上
連携加算（Ⅰ）

医療連携
体制加算（Ⅰ）ハ
（要介護者のみ）

1日につき 37 395円 40円

183円

47 501円 51円 101円
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5 53円 6円 11円

42円 5円 9円 13円

200

協力医療機関の要件
を満たす場合1月に

つき
100 1,068円

385円

新興感染症等施設
療養費

高齢者施設等感染
対策向上加算（Ⅰ）

1月につき 10 106円 11円 22円 32円

高齢者施設等感染
対策向上加算（Ⅱ）

1月につき 5

認知症チームケア
推進加算（Ⅰ）

1日につき

認知症行動・心理
症状緊急対応加算

1日につき
（入居日から起算して

7日以内）

協力医療機関連携
加算

夜間支援体制
加算（Ⅱ）

1日につき 25 267円 27円 54円 81円

107円 214円 321円

1月につき 40 427円 43円

医療連携
体制加算（Ⅱ）
（要介護者のみ）

若年性認知症
利用者受入加算

1日につき

1日につき 3 32円 4円 7円 10円

1月につき 150 1,602円 161円 321円 481円

認知症チームケア
推進加算（Ⅱ）

1月につき

120 1,281円 129円 257円 385円

1,281円

86円

16円

認知症専門ケア加
算（Ⅱ）

1日につき 4

2,136円 214円 428円 641円

認知症専門ケア加
算（Ⅰ）

53円 6円 11円 16円

129円

120

1日につき
（1月に1回、5日を限

度）

129円 257円

240 2,563円 257円 513円 769円
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介護職員等処遇改善加算
（Ⅰ）

介護報酬総単位数×加算比率
※1単位未満の端数は四捨五入

18 192円 20円

18.6%

1日につき 22

介護報酬総単位数×加算比率
※1単位未満の端数は四捨五入

17.8%

10 106円 11円

介護報酬総単位数×加算比率
※1単位未満の端数は四捨五入

12.5%

介護報酬総単位数×加算比率
※1単位未満の端数は四捨五入

15.5%

39円 58円

234円 24円 47円 71円

サービス提供体制
強化加算

（Ⅱ）
1日につき

介護職員等処遇改善加算
（Ⅱ）

介護職員等処遇改善加算
（Ⅲ）

1月につき

看取り介護加算
（要介護者のみ）

死亡日以前31日以上
45日以下
1日につき

72 768円 77円

死亡日前日及び前々
日1日につき

680

13,670円 1,367円

22円 32円

154円 231円

生産性向上推進体
制加算（Ⅰ）

2,734円 4,101円

生産性向上推進体
制加算（Ⅱ）

1,453円 2,179円

死亡日
1日につき

1280

サービス提供体制
強化加算

（Ⅲ）
1日につき 6 64円 7円 13円 20円

サービス提供体制
強化加算

（Ⅰ）

7,262円 727円

科学的介護推進体
制加算

1月につき 40 427円 43円 86円 129円

介護職員等処遇改善加算
（Ⅳ）

死亡日以前
4日以上30日以下

1日につき
144 1,537円 154円 308円 462円

1月につき 100 1,068円 107円 214円 321円
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◯ 初期加算

・ 当該利用者が過去3月間の間に入居したことがない場合。

◯ 入院時費用

・

◯ 退居時情報提供加算

・ 医療機関へ退所する入居者について入居者の同意を得て、心身の状況、生活歴等を示す情報を提供した場合。

◯ 退居時相談援助加算

・

◯ 生活機能向上向上連携加算(Ⅰ)

・

◯ 生活機能向上向上連携加算(Ⅱ)

・

◯ 口腔衛生管理体制加算

・ 歯科医師又は歯科衛生士が介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導を月1回以上行っている場合。

◯ 栄養管理体制加算

・ 管理栄養士が従業者に対する栄養ケアに係る技術的助言及び指導を月1回以上行っている場合。

◯ 口腔・栄養スクリーニング加算

・ 利用開始時及び6月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を行い、口腔の健康状態に関する情報を介護支援専門員に提供していること。

◯ 医療連携体制加算(Ⅰ)イ

・ 事業所の職員として看護師を常勤換算で1以上配置していること。

ⅰ 事業所の職員である看護師または診療所等の看護師との連携により24時間連絡できる体制を確保していること。

ⅱ 重度化した場合の対応に係る指針を定め、入居の際に利用者又はその家族に対して、説明し同意を得ていること。

◯ 医療連携体制加算(Ⅰ)ロ

・ 事業所の職員として看護職員を常勤換算で1名以上配置していること。

・ イのⅰⅱを満たしていること。

◯ 医療連携体制加算(Ⅰ)ハ

・ 事業所の職員として又は診療所等との連携により看護師を1名以上確保していること。

・ イのⅰⅱを満たしていること。

◯ 医療連携体制加算(Ⅱ)

・ （Ⅰ）のいずれかを算定していること。

・ 前3月間において定められた医療的ケアが必要な状態の入居者が1人以上であること。

◯ 協力医療機関連携加算

・ 入居者の現病歴等の情報共有を行う会議を定期的に開催すること。

◯ 夜間支援体制加算（Ⅱ）　共同生活住居の数が2以上の場合

・ 指定基準に定める従業者の員数を置いていること。

・

・ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会を設置し、検討等が行われていること。

◯ 高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）

・ 第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保していること。

・ 協力医療機関等との間で一般的な感染症の発生時等の対応の取り決め、感染症の発生時等に協力医療機関等と連携していること。

・

◯ 高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅱ）

・

◯ 新興感染症等施設療養費

・

入院後3月以内に退院することが明らかに見込まれるときはその者および家族等の希望等を勘案し必要に応じて適切な便宜を供与するとともに、やむ
を得ない事情がある場合を除き、退院後再び円滑に入居することができる体制を確保していることについて説明を行うこと。

利用期間が1月を超える利用者が退去し退去の日から2週間以内に退去の居宅を管轄する市町村及び老人介護支援センター又は地域包括支援セン
ターに対し利用者の介護状況を示す文書を添えて居宅サービス等に必要な情報を提供した場合。

計画作成担当者がリハビリテーション事業所等又はリハビリテーションを実施している医療施設の医師等の助言に基づき、生活機能向上を目的とした
介護計画を作成し介護を行ったとき。

リハビリテーション事業所等又はリハビリテーションを実施している医療施設の医師等が訪問した際に、計画作成担当者が医師等と利用者の身体の状
況等の評価を共同して行い、かつ生活機能の向上を目的とした介護計画を作成した場合であって、医師等と連携し、計画に基づく介護を行ったとき。

感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関又は医師会が定期的に行う院内感染対策に関する研修又は訓練に１年
に１回以上参加していること。

感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、３年に１回以上施設内で感染者が発生した場合の感染制御等に係る実地指導を受けているこ
と。

入所者等が厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に相談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感染症に感染した利
用者等に対し、感染対策を行った上で、該当する介護サービスを行った場合。

夜勤を行う介護従業者及び宿直勤務に当たるものの合計数が、事業所を構成する共同生活居住の数に１を加えた数以上であること又は、見守り機器
を利用者に対し10％導入していた場合、常勤換算法で0.9の夜勤職員を配置すること。
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◯ 若年性認知症利用者受入加算

・ 受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めていること。

◯ 認知症行動・心理症状緊急対応加算

・

◯ 認知症チームケア推進加算（Ⅰ）

(1) 施設における入所者総数のうち、周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知症の者の占める割合が2分の1以上であること。

(2)

(3)

(4)

◯ 認知症チームケア推進加算（Ⅱ）

・ （Ⅰ）の(1)(3)及び(4)の基準に適合すること。

・ 認知症介護に関わる専門的な研修を終了しているものを1名以上配置し、かつ複数の介護職員からなるチームを組んでいること。

◯ 認知症専門ケア加算(Ⅰ)

・ 施設における入所者総数のうち介護を必要とする認知症の者の占める割合が2分の1以上であること。

・

・ 従業者に対する認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期的に開催していること。

◯ 認知症専門ケア加算(Ⅱ)

・ (Ⅰ)の基準いずれにも適合すること。

・ 認知症介護の指導に係る専門的な研修を終了しているものを1名以上配置し、事業所全体の認知症ケアの指導等を実践していること。

・ 介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、計画に従い研修を実践又は実施を予定していること。

◯ 看取り介護加算

・ 入居の際に利用者又は家族等に対して当該指針の内容を説明し同意を得ていること。

・ 看取りに関する職員研修を行っていること。

・ 医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者。

・ 多職種で共同して作成した利用者の介護計画について説明を受け同意をしている者。

◯ 生産性向上推進体制加算（Ⅰ）

・ Ⅱの要件を満たし、Ⅱのデータにより業務改善の取り組みによる成果が確認されていること。

・ 見守り機器等のテクノロジーを複数導入していること。

・ 職員間の役割分担の取り組み等を行っていること。

・ １年１回、業務改善の取り組みによる効果を示すデータをオンラインで提供を行うこと。

◯ 生産性向上推進体制加算（Ⅱ）

・ 利用者の安全、介護サービスの質の確保、職員の負担軽減を検討する委員会の開催や対策を講じ改善活動を継続的に行っていること。

・ 見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入していること。

・ １年１回、業務改善の取り組みによる効果を示すデータをオンラインで提供を行うこと。

◯ 科学的介護推進体制加算

・

・

◯ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)(Ⅱ)(Ⅲ)

・ 介護職員のうち、介護福祉士の割合、常勤職員の割合、勤続年数の割合等に応じ、一定の要件を満たしサービスを提供する体制を確保していること。

◯ 介護職員等処遇改善加算

・ 厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施し、都道府県知事に届け出ている場合。

認知症介護に係る専門的な研修を終了しているものを対象者の数により定められた人数以上配置しチームとして専門的な認知症ケアを実践している
こと。

入所者・利用者ごとの、ADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の入所者の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出して
いること。

必要に応じてサービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、上記の情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活
用していること。

医師が認知症の行動・心理症状が認められるため在宅での生活が困難であり緊急に認知症対応型共同生活介護を利用することが適当であると判断
したものに対し介護を行った場合。

認知症介護の指導に係る専門的な研修を終了している者又は認知症介護に係る専門的な研修及び認知症の行動・心理症状の予防等に資する研修
を終了したものを1名以上配置、かつ複数人の介護職員から認知症の行動・心理症状に対応するチームを組んでいること。

対象者に対し個別の認知症の行動・心理症状の評価を計画的に行い、評価に基づく値を測定し、認知症の行動・心理症状の予防に資するチームケア
を実施していること。

認知症ケアについて、カンファレンスの開催、計画の作成、認知症の行動・心理症状の有無及び程度についての定期的な評価、ケアの振返り、計画の
見直し等を行っていること。
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【減算】

種類 要件 算定方法

当該状態が解
消されるまで

所定単位数の3%を
減算

身体拘束廃止未実施減算 身体拘束等の適正化を図るために必要な措置未実施時

高齢者虐待防止措置未実施減
算

虐待の発生又はその再発を防止するために必要な措置
未実施時

業務継続計画未策定減算
感染症や非常災害の業務継続計画未策定及び当該業
務継続計画に従い必要な措置未実施時

単位数

1日につき
所定単位数の10%

を減算

当該状態が解
消されるまで

所定単位数の1%を
減算
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